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○消費税・地方消費税の１０％への引上げが再延期される一方で、国の財政健全化 
   目標は堅持するとされたこと等から、地方交付税の削減等が懸念 
 
○福祉・医療などの社会保障関係費のほか、新幹線建設等に係る公債費がなお高い 
  水準で推移 
 
○現時点で約３２億円の要調整額が見込まれるなど、本県を取り巻く環境は厳しく 
  予断を許さない状況 

11月以降の主な変動要素 

<歳入> 
 

○地方交付税・臨時財政対策債の増  （＋約13億円） 
 
 

 ○こうした歳入・歳出両面からの取組みにより、H28年11月時点で見込まれ 
  ていた要調整額32億円が解消 
  
○Ｈ30年度以降についても要調整額（Ｈ㉚:25億円、H㉛:24億円）が 
   見込まれるなど、経済情勢にもよるが当面は厳しい状況が続くものと想定 

平成28年11月時点の要調整額32億円の対応 

<歳出> 
 
○事務事業の見直し等           （△約6.4億円） 
 

○Ｈ28国補正予算（地方創生拠点整備交付金）を 

  活用したH28県2月補正への事業前倒し等  

                          （△約13億円） 
 
 

・マイナスシーリング、補助金の見直し等による縮減（△16.4億円） 
・公債費の精査による減（△3億円） 

・県立大学看護学部整備費等の前倒し（△7.5億円） 

・CNF製品実証・試作拠点整備費の前倒し（△5億円） 

・加速化交付金（国10/10）終了等に伴う一財増（＋11.9億円） 
・運用の弾力化による地方創生推進交付金のさらなる活用（△4億円） 


